事業譲渡契約書

譲渡人：　　　　　　　　　　　　
譲受人：　　　　　　　　　　　　
譲渡人（以下「甲」という。）と譲受人（以下「乙」という。）とは、事業の譲渡につき、以下のとおり事業譲渡契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第1条 （目的）
甲は、乙に対し、甲の事業の一部（以下「本事業」という。）を譲渡し、乙はこれを譲り受ける。
第2条 （譲渡対象）

譲渡すべき対象の事業は、別紙「譲渡対象ＷＥＢサイト目録」記載のＷＥＢサイト事業（以下、対象のＷＥＢサイトを総称して「対象サイト」という。）とし、譲渡期日の時点で本事業に属する以下の各資産(以下「対象資産」という)を譲渡するものとする。

（1） 対象サイトのドメインの使用に関するすべての権利
（2） 対象サイトに関して甲が所有する一切のプログラム(ソースコードを含む)、デザイン、データ、コンテンツ及びこれに付随するプログラム、並びにこれらの使用に必要なパスワード等の情報(以下総称して「コンテンツ等」という。)
（3） 対象サイト及びコンテンツ等に関して甲が有する著作権(著作権法第27条及び第28条に規定する権利を含む。また甲は乙及び乙の指定する第三者による対象サイト及びコンテンツの改変に関し著作者人格権を行使しないものとする)、その他特許権、実用新案権等、これらの対象となり得るが未だ登録の出願がなされていない発明、考案等に関する一切の知的財産権、甲が有する名称・意匠に関わる商標権、意匠権等一切の権利
２　
本事業の譲渡に際し、甲は乙に対し、譲渡期日において締結されている本事業に係る以下の各契約(以下「対象契約」という)がある場合には、その契約上の地位を移転するものとする。

（1） 対象サイトのドメインに関する、ドメイン維持・更新、レンタルサーバその他の一切の契約。
（2） 対象サイトの広告主との一切の契約。
（3） その他甲乙間で合意した契約。
３　
本条の規定にかかわらず、以下の契約関係及び各資産は譲渡の対象とならない。
（1） 本件事業に関し、譲渡期日までに甲と会員との間で締結された売買契約、及び当該契約に基づく売掛金及び買掛金その他一切の金銭債権債務
（2） 対象サイトに関し甲が所有する会員情報及びこれに係る資料一切
第3条 （譲渡物件）

譲渡すべき物件は、別紙「譲渡物件目録」記載のとおりとする。

第4条 （譲渡価格）

本事業の譲渡価格は、金●●●，●●●円(税込み)とする。

第5条 （引渡期日）

本事業の引渡期日は、平成●年●月●日とする。
第6条 （譲渡期日）

本事業の譲渡期日は、平成●年●月●日とする。

第7条 （支払期限及び支払方法）

本事業の譲渡価格の支払期限は、平成●年●月●日とし、乙は、甲が指定する下記金融機関の預金口座へ振込送金の方法により支払うものとする。なお、振込送金にかかる手数料は乙が負担するものとする。
【甲が指定する金融機関の預金口座】

金融機関名：

本支店名：

預金種別：

口座番号：

口座名義：

第8条 （譲渡手続等）

譲渡物件のうち、譲渡の対抗要件の具備等のために登記、登録、通知その他の手続きを要する物件については、譲渡期日後、遅滞なく甲乙協力してこれを行うものとする。
対抗要件の具備等に要する費用は、甲の負担とする。

第9条 （株主総会等の承認）

（1） 甲は、本契約の締結及びその履行につき、株主総会（取締役会設置会社においては取締役会を含む）の承認を得るものとする。
（2） 乙は、本契約の締結及びその履行につき、株主総会（取締役会設置会社においては取締役会）の承認を得るものとする。
第10条 （表明及び保証）

甲は、乙に対し、以下の事項を表明し保証する。

（1） 本事業に、別紙譲渡物件目録記載の資産、第２条に定める対象資産および対象契約、その他甲が譲渡前に営んでいた事業と同様の事業を営むことが可能な資産、契約等が含まれていること
（2） 本契約締結日における財務諸表が完全かつ正確に作成されていること

（3） 本契約締結日における財務諸表に記載されていない簿外債務等が存在しないこと

（4） 本契約締結日から譲渡期日までの間に、保証行為その他の通常の商取引以外の行為により、財務内容に変更を加えないこと

（5） 本契約締結日において、甲に関する民事訴訟、民事執行、民事保全又は民事再生、会社更生、特別清算、等の法的手続又は公租公課の滞納処分等の強制徴収手続きが現に存在せず、また甲の知る限り今後発生するおそれがないこと

（6） 本事業に関するノウハウ又は営業秘密につき、第三者に対し何等の使用許諾を行っていないこと

２　
前項の表明及び保証に甲の違反が存在したときは、乙は甲に対して書面により通知を行い、違反の程度に応じて、本契約の全部又は一部の解除を行うことができる。この場合でも、乙に損害が生じた場合には、乙の甲に対する損害賠償請求を妨げない。

第11条 （善管注意義務）
甲は、本契約締結後引渡期日までの間、善良なる管理者の注意をもって譲渡物件の管理運営を行うものとし、譲渡物件に重大な変更が生じるときは、あらかじめ乙と協議するものとする。

第12条 （引渡日から譲渡期日までの事務の代行）
乙は、本事業の引渡を受けた日以後、譲渡期日までの間、甲が受けた契約に関する納品その他の事務の代行を行うものとする。

ただし、乙は、譲渡期日以後、甲が受けた申込及び契約に関しては、一切の責を負わない。

第13条 （公租公課等）

譲渡物件にかかる租税公課等は、譲渡期日の前日までの分は甲が、譲渡日以降の分は乙が、日割計算により負担するものとする。
第14条 （守秘義務）

甲および乙は、本契約の存在、本契約の交渉過程、および本契約の履行を通して相手方より開示された情報を守秘し、本契約締結後（本契約解除後も含む）２０年間は、他の当事者の書面による承諾がない限り、第三者に漏洩または開示してはならない。ただし、本契約の履行のため、公認会計士や弁護士等の専門家に開示する場合、及び、以下のいずれかに該当する場合には、この限りでない。

①他の当事者から知得する以前にすでに保有していた事実
②他の当事者から知得する以前にすでに公知の事実
③他の当事者から知得した後に、当事者の責によらない事由により公知とされた事実

④正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務をともなわずに知得した事実

⑤法令、政府機関、裁判所の命令により開示が義務付けられた事実
第15条 （契約の解除）

甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当したときは、催告その他の手続を要しないで、ただちに本契約を解除することが出来る。
（1） 振出、引受、又は裏書した約束手形・為替手形・小切手が不渡となったとき、又は銀行取引停止処分がなされたとき。

（2） 強制執行を受け、または破産、会社整理、会社更生、特別精算、民事再生手続その他これらに類する手続の申立をしたとき若くは受けたとき。

（3） 営業を廃止し、または清算手続を開始したとき。

（4） 解散の決議をし、または他の会社と合併したとき。

（5） 相手方に対する詐術その他の背信的行為があったとき。

２　
甲又は乙が本契約を解除した場合、乙は、遅滞なく甲より引渡された全ての対象資産を甲に返却し、複製したデータ及び印刷物は甲の指示に従い、全て破棄・消去しなければならない。

第16条 （損害賠償責任）

甲又は乙は、本契約の解除、解約又は本契約に違反することにより、相手方に損害をあたえたときは、その損害の全て（弁護士費用及びその他の実費を含む）を賠償しなければならない。
第17条 （協議事項）
本契約に定めのない事項、その他本事業の譲渡に関し必要な事項、又は、本契約の解釈について疑義が生じた場合については、甲乙誠意をもって協議のうえ、これを決定する。
第18条 （合意管轄）

甲および乙は、本契約に起因又は関連して裁判上の紛争が生じた場合には、東京地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。
以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙各記名押印のうえ、各１通を保有する。

平成　　年　　月　　日

甲（住　所）　
　（商　号）　



　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　印
乙（住　所）　
　（商　号）　



　　　　　　　　　代表取締役　　　　　　　印　


本契約書作成代理人


〒162-0822



東京都新宿区下宮比町2-28
飯田橋ハイタウン1104



行政書士事務所　飯田橋総合法務オフィス



　　　　　　　　　行政書士　小竹　広光　　印
【譲渡対象ＷＥＢサイト目録】
１　以下に定めるＷＥＢサイト事業

（1） ●●ホームページ【ＵＲＬ：http://www.●●●●.com/】

（2） ◆◆ホームページ【ＵＲＬ：http://●●●●.net/】

以上

【譲渡物件目録】
以上

